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和泉監公表第 １ 号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づき令和５年

１月４日に提出された和泉市上下水道部お客さまサービス課措置請求について、同

条第５項の規定により、その結果を次のとおり公表します。 

 

令和５年３月３日 

 

和泉市監査委員 舩冨 康次 

                        和泉市監査委員 吉川 茂樹  

 

第１ 請求の受付  

１ 請求人  

〇〇 〇〇  

２ 請求書の提出日  

令和５年１月４日  

令和５年１月１１日（補足資料の提出） 

３ 請求の内容（原文のまま） 

 ① 誰が 

今回の措置要望は、個人や末端組織により発生しているとは思えませが、組織

長の指導不足は免れないと考え、和泉市上下水道部長及びお客様サービス課等の

関連の長への措置への請求です。 

② いっ、どのような財務会計上の行為を行っているのか。 

現時点では、和泉市情報公開条例にて公開(添付資料参照)された情報を分析し、

疑いが払拭しきれないデーターからその行為の推定証明をしています。しかし、

この推定方法は現状の開示資料から誰にも納得出来る情報ではないでしょうか。

公権力で下記③の理由で部分不開示を強行主張され財務会計上の収入源を億単位
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での減収する行為(徴収の怠り)となっている。(市民と法人共に法や条例及び規則

に基づき公平公正な負担を求めるのが行政行為では。) 

③ その行為は、どのような理由で違法・不当なのか。 

この推定汚水排水料金が担当部課の隠蔽(和泉市情報公開条例 6 条第 1 項第 3

号により部分不開示とさてますが、さらに実施機関の説明では法人の経営上、上

下水道使用量及使用料金を開示すると経営状況(売上や来客数)が公開状態となり

銀行の資金融資に障害になる恐れがあると、説明される。銀行等の融資調査はそ

の様な単純な要素で決定されるものではありません。なにより、経営当事者の意

見を聴くこともなく非開示とされている。 これでは、実施機関の独断決定の回避

手段である同条例 9 条 5 項の第三者の意見を聴くこともせず、独断不当な主張さ

れている。公共施設の負担金と公共料金の徴収は公平公正で如何なる隠蔽もあっ

てはならない。 

更に、この未収金は流域下水道処理代金として他受益者や和泉市が支払う状況

の不当に留意されたい。)行為からの未払い推定状況を、最低でも調査権限のある

監査委員会で実態確認にて違法・不当(又は順法・正当)の調査認証ください。 

④ その決果、どのような損害が市に生じているのか。 

推定概算ですが、7 法人で約年間 1 億円の未収損害金ですが、市域内の専用水

利用者を綿密調査すれば更なる未収損害金が発掘されそうです。 

⑤ どのような措置(防止・是正・損害補償)を請求するのか。 

現在の対応組織を再教育と改善し、訴求可能な範囲で、対象法人に請求する。 

和泉市情報公開条例にて多くの市民の目で検証可能な状況での公開監視が望ま

れる。 
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４ 請求の要件審査 

地方自治法第２４２条第１項に規定する要件を具備しているものと認め、受理

する。 

 

第２ 監査の実施 

１ 監査対象事項 

「汚水排除量等状況表」（別紙添付）に示す７法人の下水道使用料の賦課徴収事

務について、年間約１億円の未収損害金があるか。 

 なお、汚水排除量等状況表を情報公開請求した結果、和泉市立総合医療センタ 

ーのみ開示され、他の６法人が不開示となったことについての措置請求は、和泉 

市情報公開条例に関するものであり、地方自治法第２４２条第１項に規定する住

民監査請求の対象となる行為（いわゆる財務会計上の行為）に該当しないため、

監査の対象外とした。 

 

２ 監査対象部局 

上下水道部お客さまサービス課 

 

３ 証拠の提出及び請求人の陳述 

  地方自治法第２４２条第７項に基づき、請求人に対し証拠の提出及び陳述の機

会を与え、令和５年２月９日に請求人の陳述を実施した。 

  なお、請求人から追加の証拠の提出があったので受理した。 

請求人から提出された証拠及び陳述の要旨は以下のとおりである。 

（１）稼働率の推定 

① Web 上で公開している「和泉市専用水道一覧」に記載されている和泉市立

総合医療センターにおける１日の施設能力は 158 ㎥である。 

この和泉市立総合医療センターの１日の施設能力に３６５日を乗じて年間の
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施設能力を推定すると 57,670 ㎥である。 

   和泉市立総合医療センターの１日の施設能力×３６５日 

   ＝和泉市立総合医療センターの年間施設能力 

   （158 ㎥×365 日＝57,670 ㎥） 

 

② 汚水排除量等状況表で唯一、数値が開示された和泉市立総合医療センター 

 の令和３年度専用水道の汚水排除量 35,288 ㎥を①で算出した推定年間施設

能力 57,670 ㎥で除し、和泉市立総合医療センターの専用水道の稼働率を算出

した。 

 

   和泉市立総合医療センターの令和３年度専用水道の汚水排除量÷ 

推定年間施設能力×100＝和泉市立総合医療センターの専用水道の稼働率 

   （35,288 ㎥÷57,670 ㎥×100＝61.2％…約 61％） 

 

他の６法人の数値は開示されていないため、令和３年度の７法人の稼働率

は、数値が開示されている和泉市立総合医療センターの数値を参考として約

61％と推定した。 

（２）推定合計汚水排除量の算定 

① 他の６法人のうち、弥生の里温泉とイオン和泉府中店は、簡易水道に切り 

替わっているため除外した。残りの４法人、すなわち、❶阪和いずみ病院 

❷エコール和泉 ❸府中病院 ❹三井不動産㈱の年間施設能力を和泉市立総合

医療センターと同様の方法で算出し、これに和泉市立総合医療センターの年

間施設能力を加えた５法人の年間施設能力の合計は 912,865 ㎥と推定した。 
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（❶阪和いずみ病院 1 日の施設能力+❷エコール和泉 1 日の施設能力 

 +❸府中病院 1 日の施設能力+❹三井不動産㈱1 日の施設能力） 

×３６５日+和泉市立総合医療センターの年間施設能力＝５法人の年間 

施設能力 

【（300 ㎥+273 ㎥+270 ㎥+1,500 ㎥）×365 日+57,670 ㎥＝912,865 ㎥】 

 

② ５法人の年間施設能力である 912,865 ㎥に５法人の稼働率と推定した約

61％を乗じると、５法人の専用水道の汚水排除量は 556,847 ㎥と推定される。 

（３）未収料金の推定 

推定汚水排除量と汚水排除等状況表で開示された専用水道の７法人の合計汚

水排除量 276,453 ㎥を比較すると約２倍となる。 

５法人の年間施設能力×令和３年度の５法人の推定稼働率（和泉市立総合 

医療センターの令和３年度専用水道の推定稼働率）÷令和３年度専用水道

の７法人の合計汚水排除量≒推定汚水排除量の数値と開示された７法人

の合計汚水排除量の数値の倍数 

(912,865 ㎥×61％÷276,453 ㎥≒2.01) 

 

汚水排除量に約２倍の差があることから、下水道使用料も同様に約２倍と推

定。７法人の下水道使用料合計が 97,861 千円であるため、約２億円となり、年

間約１億円の未収料金があると推定される。 

（４）補足 

市民が根拠資料として提示できるのは、情報公開請求により開示された資料

や実施機関との対面やメールなどで入手した情報だけである。汚水排除量は推

定であるが、情報が開示されない現時点では、以上のように未収料金があると

判断せざるを得ない。 
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４ 意見書及び関係職員の陳述の要旨 

監査にあたり、和泉市長に請求人の請求内容について意見を求め、令和５年 

１月３１日に意見書の提出があった。 

また、令和５年２月９日に上下水道部お客さまサービス課の職員の陳述を聴取

した。提出された意見書及び関係職員の陳述の要旨は以下のとおりである。 

（１）下水道使用料の賦課徴収について 

専用水道施設（上水以外を使用している施設）における汚水排除分（下水道 

に放流している上水以外）の下水道使用料の賦課徴収については、和泉市下水

道条例第１９条第３項第２号及び第３号、和泉市下水道条例施行規程第１８条

第３号並びに和泉市公共下水道排除汚水量の認定に関する要綱第３条第２項に

基づき適正に報告された汚水排除量を基に請求している。 

具体的に説明すると、 下水道使用量は水道使用量とイコールとして計算する。 

しかし、専用水道は市の水道メーターの管理が及ばず、使用水量の把握ができ

ない。このため、専用水道施設に設置されたメーターを基に使用者から専用水

道の使用量の報告を受けている。 

  また、ビルの空調や冷暖房設備の冷却水を冷やすための設備であるクーリン

グタワーを設置している場合やスプリンクラーなどの散水を使用している場合

などは、下水道に放流していない分を減量認定する必要がある。このような場

合は、その設備に設置している複数のメーターの数値も報告を受けている。 

これらは、法人から２か月に一度「汚水排除量報告書（又は水量報告書等）」

（以下、「報告書」という。）により報告を受け、報告を受けた数値に基づき

下水道使用料を算定している。 

（２）専用水道の使用量メーターの設置位置等について 

   専用水道の使用量メーターは、給水部分に設置している。設置位置等の届出

については、和泉市下水道条例施行規程第１９条に基づき提出される、排除汚

水量認定申告書にメーター設置図面が添付され、適正に市長への届出が行われ
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ている。 

クーリングタワーやスプリンクラーなどの設備を設置している場合は、減量

認定を受けるために、その位置にもメーターを設置している。設置位置等の届

出については、和泉市公共下水道排除汚水量の減量認定に関する要綱第５条第

１項に基づき、排除汚水量減量認定申告書にメーター設置図面が添付され、適

正に市長への届出が行われている。 

なお、上記の申告書の提出があった場合には、メーターの設置位置の現地確

認を行っている。  

（３）和泉市職員による現地確認について 

報告書に報告されている使用量メーターの数値に誤りがないかを確認するた

め、年に一度、職員２名で各法人のメーターの現地確認を実施している。 

令和２年度、令和３年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響によ

り現地確認を実施していなかったが、令和４年度においては現地確認を再開し

ている。 

現地確認においては、実施日のメーターの数値と実施日直近の報告書に記載

されている日のメーターの数値（法人が計測したメーターの数値）を比較し、

１日あたりの平均使用量を算出。平均使用量から予測値を算出し、報告書に記

載されている数値と大きな乖離がないかを確認し、整合性を検証している。 

（４）資料の提出 

現地確認を実施していた令和元年度について、２法人（情報公開請求を受け、

汚水排除量等を開示した和泉市立総合医療センター及びクーリングタワーや散

水設備を設置しているため減量認定を行っている三井不動産㈱）を例に取り、

下水道使用料の賦課徴収が適正に行われている旨の説明があった。 

   なお、根拠として、令和元年度の当該２法人に係る以下の資料の提出があっ

た。 

① 提出された「報告書」の写し 
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② ①に基づき、上下水道部お客さまサービス課が作成した起案文書（「公共下

水道排除汚水量の認定について」）の写し 

③ 「使用者データ管理表」（使用水量・下水道使用料等が記載された資料） 

   の写し 

④ 現地確認を実施した際の資料（現地で撮影した給水量メーターの写真等）

の写し 

また、①から③の資料については、令和３年度の７法人に係るもの、④の資

料については、令和元年度の他の５法人に係るもの及び令和４年度の７法人に

係るものの提出があった。 

  

第３ 確認した事実 

   監査対象事項について、次の事実を確認した。 

１ 下水道使用料の算定方法等の根拠となる条例等の概要について 

  下水道使用料の算定方法等に関して必要な事項については、和泉市下水道条例、

和泉市下水道条例施行規程、和泉市公共下水道排除汚水量の認定に関する要綱及

び和泉市公共下水道排除汚水量の減量認定に関する要綱に定められている。 

これらのうち、本件の監査に関係する条例等の概要は以下のとおりである。 

（１）下水道使用料について（和泉市下水道条例第１９条第１項） 

   下水道使用料は使用者が排除した汚水の量（以下「排除汚水量」という）に 

応じて算定する。 

（２）排除汚水量について（和泉市下水道条例第１９条第３項） 

   使用者の排除汚水量の算定は、次のように行う。 

  イ 水道水を使用した場合は、水道の使用量とする。 

  ロ 水道水以外の水を使用した場合はその使用水量とし、使用水量は、使用 

   者の使用の態様を勘案して市長が認定する。 

  ハ 使用する水の量が排除汚水量と著しく異なるものを営む使用者は、毎使 
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   用月、その使用月の排除汚水量及びその算出の根拠を記載した申告書を市長

に提出しなければならない。この場合、市長は、その申告書の記載事項を勘

案して、その使用者の排除汚水量を認定する。 

    したがって、専用水道を設置して、水道水と水道水以外の水を使用してい

る場合の排除汚水量は、イにロ又はハを加えたものとなる。 

（３）排除汚水量の申告と認定について 

（和泉市下水道条例施行規程第１９条、和泉市公共下水道排除汚水量の認定に

関する要綱第２条、第３条、第４条） 

    地下水又は水道水以外の水を使用した場合の排除汚水量は、使用者が設置

したメーターがある場合、それを計量した使用水量とする。 

使用者が汚水を排除しようとするときは、使用状況を明らかにするため、あ

らかじめ排除汚水量認定申告書（同一の内容による２回目以降の認定は、水

量報告書等に代えることができる）を市長に提出しなければならず、市長が

この申告により排除汚水量を認定したときは、排除汚水量認定通知書により

通知しなければならない。 

（４）排除汚水量の減量認定について 

（和泉市公共下水道排除汚水量の減量認定に関する要綱第２条） 

（２）のハに基づく、使用水量が排除汚水量と著しく異なる場合の認定（減 

   量認定）は、下水道の使用の態様が事業活動による使用水量で、次のいずれ

かに該当する場合に行う。 

   イ クーリングタワー等に使用した水が蒸発する場合 

   ロ 樹木、芝生等の散水用に使用する場合 

   ハ その他市長が認めた場合 

ただし、減量認定を行う場合は、使用水量が月量 300 ㎥以上であり、減量

認定として控除する使用水量の月量が使用水量の20％以上又は200㎥以上で

なければならない。 
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    また、減量認定を受けようとする使用者は、原則として、公共下水道に排 

   除されない使用水量を測定できるメーターを設置する。 

（５）減量認定の申請と決定 

（和泉市公共下水道排除汚水量の減量認定に関する要綱第５条、第６条） 

   減量認定は、使用者が設置したメーターの指示数による使用水量をもって 

認定する。 

    使用者は、排除汚水量減量認定申告書（同一の内容による２回目以降の申 

   請は水量報告書等に代えることができる。）を市長に提出しなければならず、 

   市長はその内容の審査及び調査を行い、減量認定の適用の可否等を決定する。 

    決定の内容は、排除汚水量減量認定通知書により使用者に通知する。 

  

２ 関係書類の確認及び精査 

提出された資料の内容を精査するほか、上下水道部お客さまサービス課に保管

されている資料等について、以下のとおり確認及び精査した。 

（１）専用水道の使用量メーターの設置位置について 

   ７法人から、専用水道を設置した際に、和泉市下水道条例施行規程第１９条

に基づき、排除汚水量認定申告書が提出されていることを確認した。 

また、クーリングタワー等にメーターを設置している３法人から、和泉市公

共下水道排除汚水量の減量認定に関する要綱第５条第１項に基づき、排除汚水

量減量認定申告書が提出されていることを確認した。 

   それぞれの申告書にはメーター設置図面が添付され市長に適正に届出が行わ

れていることを確認した。 

また、和泉市立総合医療センター及びイオン和泉府中店については、現地確

認を実施し、設置図面と実際のメーター設置場所に差異が無いことを確認した。 

（２）排除汚水量の報告等について 

平成２９年度から令和３年度において、以下（イからハ）の条例等に基づき、
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７法人から報告書が２か月に一度提出されていることを確認した。 

イ 和泉市下水道条例第１９条第３項第２号及び第３号 

ロ 和泉市下水道条例施行規程第１８条第３号及び第１９条 

ハ 和泉市公共下水道排除汚水量の認定に関する要綱第３条 

（３）下水道使用料の賦課徴収について 

７法人の下水道使用料は、市の水道使用量に報告された専用水道の使用量を

加算した数値をもとに算定している。また、和泉市公共下水道排除汚水量の減

量認定に関する要綱第６条に基づき減量認定された使用水量がある場合は、報

告されたその数量を控除している。 

具体的には、７法人から報告された専用水道の使用量及び控除水量の数値を

もとに上下水道部お客さまサービス課が下水道使用量を認定。その後、使用者

データ管理表（これには、使用水量・下水道使用料等が記載されている）を作

成の上、告知書等を発送して下水道使用料の賦課徴収を行っている。 

このため、平成２９年度から令和３年度の７法人から提出された報告書に記

載された数値と上下水道部お客さまサービス課が作成している使用者データ管

理表に記載された数値をすべて照合した。その結果、７法人からの報告のとお

り、和泉市下水道条例第１９条第１項に基づき使用料を算定し、賦課徴収が執

行されていることを確認した。 

  しかしながら、今回の監査において、４法人について徴収の過不足額（４法

人合計で 83,762 円の過大徴収）があることを把握した。 

誤りの内容、徴収の過不足額の詳細については、以下のとおりである。 

① 阪和いずみ病院 

 平成３０年度から令和３年度において、本来、専用水道使用量に市の検針

員が検針した市の水道使用量を加算して下水道使用料を算定すべきところ、

法人からの報告書に記載された市の水道使用量の数値を加算し、下水道使用

料を算定していた。 
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  このため、（表１）のとおり、下水道使用料の徴収額に誤りがあった。追徴

額と還付額を相殺し、合計 10,332 円の還付が必要である。 

   

（表 1）                         (単位：円) 

法人名 年度 金額

阪和いずみ病院 令和３年度 101

令和２年度 △ 2,865

令和元年度 19,307

平成３０年度 △ 26,875

合計 △ 10,332
 

 

② イオン和泉府中店 

   平成２９年度から令和３年度において、報告書に、本来、減量しなければ

ならない散水量（散水メーターの数値）が誤って排水扱いと記載されていた

ため、散水量を使用量から控除せず、下水道使用料を徴収していた。散水量

を控除した結果、（表２）のとおり合計 23,529 円の還付が必要である。 

 

 （表２）                         (単位：円) 

法人名 年度 金額

イオン和泉府中店 令和３年度 △ 1,227

令和２年度 △ 15,957

令和元年度 △ 1,808

平成３０年度 △ 2,411

平成２９年度 △ 2,126

合計 △ 23,529
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③ 弥生の里温泉 

    平成２９年度において、前月のメーター数値が誤って報告されていた。 

   このため排除汚水量が実際より多く認定されており、正しい数値で算定し 

   た結果、（表３）のとおり合計 4,550 円の還付が必要である。 

 

 （表３）                        (単位：円) 

法人名 年度 金額

弥生の里温泉 平成２９年度 △ 4,550

合計 △ 4,550
 

 

④ エコールいずみ 

  平成２９年度から令和３年度において、本来、専用水道使用量に市の検針

員が検針した市の水道使用量を加算して下水道使用料を算定すべきところ、

法人からの報告書に記載された市の水道使用量の数値を加算し、下水道使用

料を算定していた。 

  このため、下水道使用料の徴収額に誤りがあった。 

また、令和３年度において、控除使用水量に誤りがあった。和泉市公共下

水道排除汚水量の減量認定に関する要綱第２条第２項による減量認定を行う

場合、減量認定として控除する使用水量の月量の 20％以上又は 200 ㎥以上で

なければ減量できないとされているにも関わらず、200 ㎥に満たない 54 ㎥を

報告どおり控除し下水道使用料を徴収していた。54 ㎥分を控除しない場合、

7,671 円の追徴が必要である。 

追徴額と還付額を相殺し、（表４）のとおり合計 45,351 円の還付が必要で

ある。 
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 （表４）                         (単位：円) 

 

法人名 年度 金額

エコールいずみ

令和２年度 △ 216,672

令和元年度 183,281

平成３０年度 △ 20,052

平成２９年度 △ 32,414

合計 △ 45,351

令和３年度
40,506

　(7,671追徴分含む)

 

 

（４）現地確認の実施状況について 

令和元年度までは、年に一度、７法人から提出される報告書に誤りがないか

を上下水道部お客さまサービス課の職員２名で現地確認を実施していることを

確認した。現地確認日において、７法人が設置しているメーターの数値も写真

撮影されていた。 

 また、現地確認日のメーターの数値と確認日直近の報告書に記載されている 

日のメーターの数値（法人が計測したメーターの数値）を比較し、１日あたり 

の平均使用量を算出。平均使用量から予測値を算出し、報告書に記載されてい 

る数値と大きな乖離がないかを確認し、整合性を検証していることを確認した。 

 整合性を検証した結果、予測値と報告書に記載されている数値に大きな乖 

離がないことを確認した。  

 加えて、令和２年度、令和３年度においては、新型コロナウィルス感染症の 

影響により現地確認を実施していなかったが、令和４年度においては現地確認

を再開している。 
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令和４年度の確認日のメーターの数値と前回確認実施日のメーターの数値

とを比較し、１日当たりの平均使用量を算出。同様の検証作業を行っているが、

数値に大きな乖離は認められなかった。 

 

第４ 判断 

請求人が主張する未収損害金は、情報公開請求により唯一開示された令和３

年度における和泉市立総合医療センターの汚水排除量等状況表の数値を基に推

計したものである。 

すなわち、和泉市立総合医療センターの稼働率（令和３年度の専用水道の汚

水排除量の合計数値を年間の推定施設能力で除した数値）と他の６法人の専用

水道の稼働率が同じと仮定し、令和３年度における７法人の合計汚水排除量を

算定。その数値と開示されている汚水排除量等状況表に記載されている７法人

の合計汚水排除量とを比較し、その差額に対する下水道使用料が徴収されてい

ないとするものである。 

この請求に対し、監査を実施し、請求年度における下水道使用料の賦課徴収

の根拠について関係書類を精査した結果は、「第３ 確認した事実」に記載した

とおりであり、７法人からの報告に基づいて排除汚水量を認定し、おおむね適

正に賦課徴収が行われているものと判断した。 

また、７法人からの報告された数値を確認・検証するために現地確認も行わ

れていた。現地確認は、新型コロナウィルス感染症の影響により、令和２年度、

令和３年度においては行われていなかったが、令和４年度には再開されていた。

そして、令和４年度の現地確認の際に確認したメーターの数値と令和元年度の

現地確認の際に確認したメーターの数値とを比較し、その間に申告された排除

汚水量との整合性の検証も行われていた。これらのことから、７法人からの報

告にも大きな問題はないと判断した。 

上記のとおり監査した結果、請求人が主張する７法人における下水道使用料
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について、年間約１億円の未収損害金がある事実は認められなかった。 

よって、本件請求を棄却する。 

 

 

第５ 意見 

専用水道の料金の賦課徴収については、各法人から報告を受けた報告書に基づ

き実施している。 

上下水道部お客さまサービス課では、報告書に記載された数値と法人設置のメ

ーターの数値に大きな乖離がないかを確認するため、定期的に現地確認を行って

いるが、法人が計測日に撮影した写真を報告書に添付するよう求めるなど、正確

に数値を確認する方法を検討する必要があるものと思料する。 

また、４法人に係る還付については、早急に事務処理されるとともに、下水道

使用料の賦課徴収誤りが生じないよう再発防止策を講ずることを要望する。 

 

 

 

 



別紙


